
議案第１５３号 

平成２８年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 平成２８年度弘前市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成２８年度弘前市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

収        入       

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ） 

第１款 病 院 事 業 収 益   ４，３７４，９９３千円        △５９０千円   ４，３７４，４０３千円 

第２項 医 業 外 収 益    ３５７，１５９千円        △５９０千円     ３５６，５６９千円 

支        出     

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ）   

第１款 病 院 事 業 費 用   ４，６９５，１９９千円     △３８，５１６千円   ４，６５６，６８３千円 

第１項 医 業 費 用  ４，６０３，４４８千円     △３８，５１６千円   ４，５６４，９３２千円 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第３条 予算第７条第１号中「２，２４７，９９０千円」を「２，２０８，６９４千円」に改める。 

  平成２８年１２月９日提出 

                                            青森県弘前市長  葛 西 憲 之 
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1 給 与 費 2,258,405 △ 38,516 2,219,889 給料、法定福利費減額

平成２８年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

医 業 費 用 4,603,448

項

4,695,199

負 担 金 交 付 金 308,171 △ 590 307,581

目
既決予定額
　　　(千円)

補正予定額
　　　(千円)

4,656,683

給与費に係る一般会計繰入金減額

支　　　出

款

病 院 事 業 費 用

計
　　　(千円)

備       考

△ 38,516 4,564,932

△ 38,516 

4,374,403

医 業 外 収 益

病 院 事 業 収 益 4,374,993 △ 590 

△ 590 357,159 356,569

手当、賞与引当金繰入額追加

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
既決予定額
　　　(千円)

補正予定額
　　　(千円)

計
　　　(千円)

備       考

- 病 2 -



（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　　減価償却費

　　　　固定資産除却損

　　　　繰延資産償却費

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　繰延資産の取得による支出

　　　　補助金等の返還金の支出

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

平成２８年度弘前市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

△ 27,777,000

△ 43,696,000

14,102,068

39,997,978

1,000

△ 24,363,000

15,635,978

△ 284,057,068

305,651,000

5,000,000

10,436,000

△ 15,763,749

6,636,140

1,257,149

1,500,000

△ 6,766,000

△ 1,000

24,363,000

8,258,743

△ 30,748,650

130,345

△ 15,918,000

△ 1,000
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一時借入れによる収入

　　　　一時借入金の返済による支出

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

0

500,000

500,000

△ 79,441,499

△ 139,268,000

248,711,000

28,060,022

18,863,683

△ 20,805,162
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（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。
(118)

手
当
の
内
訳

区 分

61,712 

給   与   費   明   細   書

１　総　　　括

区 分
職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

損益勘定支弁職員
244 102,685 866,089 151,801 768,905 1,889,480 

資本勘定支弁職員

合 計
244 102,685 866,089 151,801 768,905 

297,756 2,187,236 
(7) (14,489) (3,071) (17,560) (3,898) (21,458)

0 

1,889,480 297,756 2,187,236 
(7) (14,489) (3,071) (17,560) (3,898) (21,458)

損益勘定支弁職員
244 102,685 882,178 151,801 762,597 1,899,261 

資本勘定支弁職員

329,464 2,228,725 
(6) (12,733) (2,655) (15,388) (3,877) (19,265)

0 

329,464 2,228,725 
(6) (12,733) (2,655)
244 102,685 882,178 151,801 

(15,388) (3,877) (19,265)
762,597 1,899,261 

比

較

損益勘定支弁職員
0 0 △ 16,089 0 

合 計

6,308 

資本勘定支弁職員
0 0 0 0 0 

合 計
0 0 △ 16,089 0 6,308 

補
正
前

△ 9,781 △ 31,708 △ 41,489 
(1) (1,756) (416) (2,172) (21) (2,193)

0 0 0 

△ 9,781 △ 31,708 △ 41,489 
(1) (1,756) (416) (2,172) (21) (2,193)

24,901 132,638 78,761 12,537 8,887 

住居手当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

扶養手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当
(千円)

賞与引当金繰入額

(708)
△ 357 △ 110 697 

(141) (133) (24)

(425)
1,764 △ 1,676 1,235 3,310 

75,451 12,894 8,997 15,549 

16,246 
(826)

比 較 △ 1,110 
(1,026) (496)補 正 前 15,672 59,948 26,577 131,403 

補 正 後 96,104 
(1,167) (629) (449)

14,562 

2,555 

93,549 
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２　給料及び手当の増減額の明細

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

３　給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

6,308 
(416)

給与改定等に伴う制度改正
(84)

その他の増減分 新陳代謝、その他

6,358 
 勤勉手当
 賞与引当金繰入額
 その他

　 3,946（61）
   1,955（23）
     457

△ 50 

(332)

給　　　料
△ 16,089 

給与改定に伴う増減分 給料の改定率　0.29％
実施の時期　平成28年12月（平成28年4月適用）

(1,756)
その他の増減分 新陳代謝、その他

区 分 増減額(千円) 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説　　　　　　　　　　　　明 備 考

(1,742)

2,503 
(14)

△ 18,592 

手　　　当

制度改正に伴う増減分

44.6

医療技術職員 看 護 師 准看護師 事務・技師

（医療職（１）） （医療職（２）） （医療職（３）） （医療職（３）） （一般職）

300,430272,534 ―

349,836

区　　　　　　　分
医　　師

２８年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額 1,120,867 357,064 342,102 ―

平 均 年 齢 46.9 38.0 39.1 ―

468,187 274,336

２８年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 473,577 269,598 274,148 ― 299,534

平 均 給 与 月 額 1,112,553 342,514 337,561 ― 370,751

平 均 年 齢 46.7 37.1 38.8 ― 44.0
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 （２）初　任　給

（一般職）  （円）

高　　　校　　　卒 165,900 146,100

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 准看護師 事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円） （医療職（３））  （円）

178,200

短　　　大　　　卒 173,200 195,900

大　　　学　　　卒 340,700 184,400 205,200

（医療職（３））  （円）

165,900

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 准看護師 事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円） （医療職（３））  （円） （医療職（３））  （円） （一般職（１））  （円）

146,100高　　　校　　　卒

178,200

短　　　大　　　卒 173,200 195,900

大　　　学　　　卒 184,400 205,200
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 （３）級 別 職 員 数

1 3.8 1 2.8 1 0.6 

10 38.5 4 11.1 6 3.8 2 9.1 

10 38.5 5 13.9 17 10.7 1 100.0 1 4.5 
(1) (100.0)

5 19.2 4 11.1 15 9.4 1 4.5 

21 58.3 120 75.5 3 13.7 
(3) (100.0)

1 2.8 8 36.4 
(2) (100.0)

1 4.5 

6 27.3 
(1) (100.0)

26 100.0 36 100.0 159 100.0 1 100.0 22 100.0 
(2) (100.0) (3) (100.0) (1) (100.0) (1) (100.0)

1 3.7 1 2.7 1 0.6 

11 40.7 4 10.8 6 3.9 2 9.1 

11 40.7 5 13.5 17 10.9 1 100.0 1 4.5 
(1) (100.0)

4 14.9 4 10.8 15 9.6 1 4.5 

21 56.8 117 75.0 3 13.7 
(3) (100.0)

2 5.4 8 36.4 
(2) (100.0)

1 4.5 

6 27.3 
(1) (100.0)

27 100.0 37 100.0 156 100.0 1 100.0 22 100.0 
(2) (100.0) (3) (100.0) (1) (100.0) (1) (100.0)

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

区　　　分
医師（医療職(１)） 医療技術職員（医療職(２)） 看護師（医療職(３)） 准看護師（医療職(３)）

級
職員数
(人)

構成比
(%)

事務・技師（一般職）

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

２８年１０月１日現在

４級 ６級 ６級 ３級 ８級

３級 ５級 ５級 ２級 ７級

２級 ４級 ４級 １級 ６級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級

１級 １級 ３級

２級

１級

計 計 計 計 計

７級

２級 ４級 ４級 １級 ６級

２８年４月１日現在

４級 ６級 ６級 ３級 ８級

３級 ５級 ５級 ２級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級

１級 １級 ３級

２級

１級

計 計 計 計 計
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 （４）期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用職員に係る外書き数字である。

補 正 後
1.925 2.125 4.05 

備 考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

有
(1.000) (1.150) (2.15)

職 制 上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

一 般 会 計 の 制 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

補 正 前
1.925 2.075 4.00 

(1.100)

有

有
(1.000)

4.05 

(2.15)

(2.10)

(1.000) (1.150)

1.925 2.125 
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,672,643,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,306,766,851 1,365,876,897

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 31,735,983 5,838,617

ニ 器 械 備 品 1,210,238,399

減 価 償 却 累 計 額 △ 964,527,932 245,710,467

ホ リ ー ス 資 産 684,621,270

減 価 償 却 累 計 額 △ 353,504,170 331,117,100

有 形 固 定 資 産 合 計 2,421,078,019

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 44,697,816

投資その他の資産合計 44,697,816

固 定 資 産 合 計 2,466,883,344

2

(1) 500,000

(2) 657,526,915

△ 8,896,000 648,630,915

(3) 22,308,857

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

平成２８年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（平成２９年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金
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(4) 619,796

流 動 資 産 合 計 672,059,568

資 産 合 計 3,138,942,912

3

(1)

イ

1,281,510,933

企 業 債 合 計 1,281,510,933

(2) 263,753,921

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 837,988,860

引 当 金 合 計 837,988,860

固 定 負 債 合 計 2,383,253,714

4

(1) 18,863,683

(2)

イ

80,691,379

企 業 債 合 計 80,691,379

(3) 102,327,235

(4) 203,932,350

(5) 258,139

企 業 債

一 時 借 入 金

前 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流 動 負 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金
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(6)

イ 賞 与 引 当 金 96,930,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 18,070,000

引 当 金 合 計 115,000,000

(7) 16,228,632

流 動 負 債 合 計 537,301,418

5

(1) 186,601,948

(2) △ 23,878,181

繰 延 収 益 合 計 162,723,767

負 債 合 計 3,083,278,899

6 2,682,568,830

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 2,708,282,000

欠 損 金 合 計 2,708,282,000

剰 余 金 合 計 △ 2,626,904,817

資 本 合 計 55,664,013

負 債 資 本 合 計 3,138,942,912

資 本 剰 余 金

欠 損 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金
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会計に関する書類における注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　8年～50年

　　　　　構築物　　　 10年～40年

　　　　　機械備品　　　4年～15年

　　(2) リース資産

        ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　３　引当金の計上基準

　　(1) 退職給付引当金　　

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する分（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　　　

　  (3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っている。
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Ⅱ　予定貸借対照表関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　平成２８年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

　　一般会計が負担すると見込まれる額は1,362,202,312円である。

　２　みなし償却制度廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前にみなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産については、みなし償却規定を適用しなかったとし

　　たならば行っていた減価償却累計額から、既に行った減価償却累計額を控除して得た額を平成２６年４月１日において帳簿価格から減額し、

　　同額を資本剰余金から減額している。

Ⅲ　リース契約により取得する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　2,998,000円

　　　１年超　　2,000,000円

　　　　計　　　4,998,000円

Ⅳ　その他

　　　平成２８年度において、退職手当として 96,184,000円を支給するため、退職給付引当金 96,184,000円を取り崩す予定である。
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